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当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収への対応方針）の導入について 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、

向上させることを目的として、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方

に関する基本方針（会社法施行規則第 118 条第 3 号に規定されるものをいい、以下「基本方

針」といいます。）を定めるとともに、本年 3 月 26 日開催予定の当社第 18 期定時株主総会

（以下「本定時株主総会」といいます。）において株主の皆様のご承認をいただくことを条

件に、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み（会社法施行規則第 118 条第 3 号ロ(2)）として、当社

株式の大量取得行為に関する対応策（買収への対応方針）（以下「本プラン」といいます。）

を導入することを決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。なお、上記取

締役会においては、社外取締役 2 名を含む取締役全員が出席し、本プランの導入につき全員

一致で承認可決されております。 

 

 

一 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を

理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上してい

くことを可能とする者である必要があると考えています。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案がなされた場合、その判断は最終的には株

主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。また、当社株式について大量

買付がなされた場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資す
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るものであれば、これを否定するものではありません。しかしながら、株式の大量買付の

中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすも

の、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が

株式の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案

するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件より

も有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、大量買付の対象と

なる会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

当社の企業価値の源泉は、①高度な技術開発力、②①の技術開発力により培ってきた

CAD/CAM 製品群、③高い保守更新率と安定した保守収益、④販売代理店、生産財メーカ

ーとの協力関係、⑤健全な財務体質にあると考えております。当社株式の買付を行う者が

これら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるので

なければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。当社は、

このような濫用的な買収に対しては、必要かつ相当な対抗措置を講じることにより、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。 

 

二 当社の企業価値の源泉および基本方針の実現に資する特別な取組み 

 

1. 当社の企業価値の源泉について 

 

当社グループは「生産性の限界に挑戦する」ことを社是とし、「技術立国日本を代表

する CAD/CAM ソリューションメーカーとして、世界のモノづくりに貢献する。」こと

を経営理念とし、さらにグローバル（世界で）・ニッチ（当社の存在意義のある市場で）・

トップ（頂点に立つ）という成長戦略テーマのもと、金型製造用 CAD/CAM システム、

生産管理システム等の開発、販売、サポートを主たる事業としております。日本そし

て世界のモノづくりに貢献するため、金型モノづくり全体の最適化ソリューションを

グローバルに提供し、それらソリューションによって生み出された高品質な金型で量

産される製品によって、社会とのつながりを持ち、企業としての社会的責任を遂行し

ています。 

当社は 2007 年に金型製造業向け CAD/CAM システムの開発・製造・販売および

これらに附帯する保守サービスを行う 2 社により誕生した企業でありますが、当社グ

ループの企業価値の源泉は、この 2 社に由来する①金型設計製造向けの高度な技術開

発力、② ①の技術開発力を伴って培ってきた CAD/CAM 製品群、③その技術開発力

を信頼いただいている証ともいえる、高い保守更新率と安定した保守収益、④販売代

理店、生産財メーカーとの強固な信頼関係および協力関係、および⑤健全な財務体質

にあると考えております。またこれらに派生して、金型隣接市場向け製品、生産管理

システム等の展開、生産財メーカーに向けた OEM 展開を行えることなども、当社独

自の強みとなっております。 
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2. 企業価値向上のための取組み 

 

当社は 2025 年 1 月 17 日付「純粋持株会社体制への移行に伴う会社分割（新設分割）

による子会社設立および単独株式移転による中間事業持株会社の設立ならびに株式会

社エヌ・ティ・ティ・データ・エンジニアリングシステムズ【以下、「NTTD-ES 社」と

いいます。】の吸収分割会社（予定）の株式取得（子会社化）に関するお知らせ」のと

おり、当社を純粋持株会社とするグループの再編および NTTD-ES 社が 2025 年 7 月 

1 日に設立を予定している製造ソリューション事業子会社である株式会社 NDES（以

下、「NDES 社」といいます。）の株式の 51％を取得することを公表いたしました。 

当社設立以降、モノづくり分野では、かつての完成品輸出方式から、部材を中心とし

た輸出型や完成品の適地生産方式へと進化し、より高いレベルでの業務の標準化、デ

ジタル化、スマートマニュファクチャリングの推進、および現場データの活用等が求

められています。特に金型製造現場では、「大型（一体化）」「精密」「新素材」といった

高度化した金型づくりへの対応、自動化技術等が求められており、それらの課題を解

決していくには、製造業に特化した DX（デジタルトランスフォーメーション）技術の

提供が必要と考えております。 

当社および NTTD-ES 社は今後、当社の NTTD-ES 社子会社への出資を契機に相

互に連携を深め、国際競争力を取り戻し日本をモノづくり大国へ押し上げることを目

指すとともに、ユーザーの課題解決を通じて最大の価値をスピード感を持って創出し、

「製造業 DX インテグレーター」として日本のモノづくりを再び牽引していくことを

目指しております。 

これらを背景に、短期および中長期の NDES 社を含めた当社グループの事業計画

目標については、以下のとおり設定しております。 

 

短期(～2028 年)事業計画目標  

組織再編に伴い金型 CAD/CAM 業界のトップシェアの優位性を活かして、生産管

理システム事業の強化と共にシナジー戦略を推進し、グループ全体で売上高 70 億円

企業を目指す。  

中長期(～2030 年)事業計画目標  

CAD/CAM 事業を中核に、新規事業強化戦略の一環として CGS グループの拡大を

積極的に実施し、グループ全体で売上高 100 億円企業を目指す。 

 

また、上記事業計画目標を達成するための製造業 DX インテグレーターとしての活

動概要は以下のとおりです。 

 

(1) 技術革新を中核とした CAD/CAM/CAE ソフトウェアにおける自動化推進のた

めの要素開発（AI 開発を含む）を共同で推進する。 

(2) 両社の技術を融合し金型加工だけでなく、金属加工への展開をコア事業として
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推進する。 

(3) 型設計時に解析システムと連携することで、試作を減らし、そして属人化して

いた製造ノウハウをクラウド上に蓄積し、AI を活用して型設計から製造までの

工程を自動化する機能開発を共同で推進する。 

(4) 製造能力を高めるため、製造実績モニタリングを行い、各設備からの実績収集

を行い、得られた情報を基に、生産管理システムを核とした FA 事業展開を行う

スマートファクトリー構想をクラウドサービスとして提供し、お客様の生産性

向上にも寄与する。 

(5) 両社が持つ知見と先端技術を融合し、次世代の情報インフラに取り組むことで

デジタルツインの早期実現と自動化を目指す。 

(6) この事業で培ったノウハウを東アジア、ASEAN 地域に浸透させ、欧米市場も見

据えてグローバル展開を推進する。 

 

 

3. コーポレート・ガバナンスの強化 

当社では、「1. 当社の企業価値の源泉について」に記載の社是、経営理念、および成長

戦略テーマを実現し、当社グループの長期的な企業価値を増大するためには、企業競争

力および収益力を強化する観点から経営判断の迅速化を図るとともに、経営の透明性向

上と経営監視体制の充実を図り、法令および社内諸規程等の遵守（コンプライアンス）

を確保することを企業統治（コーポレート・ガバナンス）上の最重要課題と位置付けて

おります。当社グループは、コーポレート・ガバナンス体制の強化・充実を推進するこ

とにより、企業価値の向上を目指しております。 

具体的には、2015 年より監査等委員会設置会社に移行し、業務執行と監督の分離をよ

り明確化するとともに、機動的な意思決定が可能な体制としました。また監査等委員 3

名のうち 2 名は社外取締役（一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員として

東京証券取引所に届出）であり、これにより取締役会の監督機能を一層強化しておりま

す。さらに 2010 年より執行役員制度を導入し業務執行と経営を分離させることで、取

締役会の監督機関としての実効性向上および審議の充実ならびに権限委譲等による迅速

な業務執行を図っております。 

 

これらのコーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組みは、上記 2.で述べた企業

価値向上のための取組みを推進し、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図る基

盤となるものと考えます。したがって、かかる取組みは、いずれも会社支配に関する

基本方針に沿うものであると考えます。 

 

三 本プランの目的および内容 

 

1. 本プランの目的 
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本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目

的として、上記一に記載した基本方針に沿って導入されるものです。 

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資さない大量買付を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者とし

て不適切であると考えています。本プランは、こうした不適切な者によって当社の財務

および事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に反する大量買付を抑止するとともに、当社株式に対する大量買付が行われる際

に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案する、あるいは株主の皆様がかかる大量

買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆

様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的としております。 

また、当社代表取締役会長の山口修司氏は、同氏の資産管理会社である株式会社山

口クリエイトおよび個人名義ならびにその親族で当社株式の20.71％を保有しておりま

すが、本プランにおける対象にはしておりません。一方、当社には他に突出した大株

主はなく（当社の大株主の状況は別紙３に記載のとおりです。）、多くの部分は個人

株主によって保有されていることから、今後、当社の株式の流動性がさらに増す可能

性は否定できないものと考えております。 

なお、現時点において、当社が特定の第三者から当社株式の大量取得を行う旨の通

告や提案を受けている事実はございません。 

 

2. 本プランの概要 

 

本プランは、当社株券等の 20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事

前の情報提供を求める等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。 

買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会において本プランを発動しない

旨が決定された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができ

るものとされています。 

買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定

の発動要件を満たす場合等には、当社は、買収者等による権利行使は原則として認めら

れないとの行使条件および当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約

権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権に係る新株予約権無償割当てその

他の法令および当社定款の下でとりうる合理的な施策を実施します。本プランに従っ

て新株予約権の無償割当てがなされ、その行使または当社による取得に伴って買収者

以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割

合は、最大約 50%まで希釈化される可能性があります。 

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判

断については、取締役の恣意的判断を排するため、当社経営陣から独立した社外取締役
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等のみから構成される独立委員会を設置し、その客観的な判断を経るものとしておりま

す。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主総会を開催

し、株主の皆様の意思を確認することがあります。 

こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示を行い、その透明

性を確保することとしております。 

 

3. 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の

方針の決定が支配されることを防止するための取組み） 

 

(1) 本プランの発動に係る手続 

 

(a) 対象となる買付等 

本プランは、下記①ないし③のいずれかに該当する当社株券等の買付その他の

取得またはこれに類似する行為（これらの提案1を含みます。）（当社取締役会が本

プランを適用しない旨別途認めたものを除くものとし、以下「買付等」といいます。）

がなされる場合を適用対象とします。 

記 

① 当社が発行者である株券等2について、保有者3の株券等保有割合4が 20%以上

となる買付その他の取得 

② 当社が発行者である株券等5について、公開買付け6を行う者の株券等所有割合

7およびその特別関係者8の株券等所有割合の合計が 20%以上となる公開買付

け 

③ 上記①または②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、(i)当社の株券

等の取得をしようとする者またはその共同保有者9もしくは特別関係者（以下、

本③において「株券等取得者等」といいます。）が、当社の他の株主（複数で

ある場合を含みます。以下、本③において同じとします。）との間で行う行為

であり、かつ、当該行為の結果として当該他の株主が当該株券等取得者等の共

 
1 第三者に対して買付等を勧誘する行為を含みます。 
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じとしま

す。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第 3 項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該

当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
4 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4 項に定義されます。本書において同じとします。 
5 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項に定義されます。 
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 6 項に定義されます。本書において同じとします。 
7 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項に定義されます。本書において同じとします。 
8 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含み

ます。）。ただし、同項第 1 号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に

関する内閣府令第 3 条第 2 項で定める者を除きます。本書において同じとします。 
9 金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に規定される共同保有者をいい、同条第 6 項に基づき共同保有者と

みなされる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じと

します。 
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同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、または当該株券等取得

者等と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれ

らの者が共同ないし協調して行動する関係10を樹立する行為11であって、(ii)当

社が発行者である株券等につき当該株券等取得者等と当該他の株主の株券等

保有割合の合計が 20%以上となるような行為 

 

買付等を自ら単独でまたは他の者と共同ないし協調して行おうとする者（以下

「買付者等」といいます。）は、本プランに定められる手続に従うものとし、本

プランに従い当社取締役会が新株予約権（その主な内容は下記(3)「本新株予約権

の無償割当ての概要」に定めるとおりとし、以下にかかる新株予約権を「本新株

予約権」といいます。）の無償割当て等の不実施に関する決議を行うまでの間、

買付等を実行してはならないものとします。 

 

(b) 意向表明書の提出 

買付者等は、買付等の開始または実行に先立ち、別途当社の定める書式によ

り、本プランの手続を遵守する旨の誓約文言等を含む法的拘束力のある書面（買

付者等の代表者による署名または記名捺印のなされたものとし、また、条件また

は留保等は付されてはならないものとします。）および当該署名または捺印を行

った代表者の資格証明書（以下、これらをあわせて「意向表明書」といいま

す。）を当社に対して提出していただきます。意向表明書には、買付者等の氏名

または名称、住所または本店、事務所等の所在地、設立準拠法、代表者の氏名、

日本国内における連絡先および企図されている買付等の概要等を明示していただ

きます。なお、意向表明書および下記(c)に定める買付説明書その他買付者等が当

社または独立委員会に提出する資料における使用言語は日本語に限ります。 

 

(c) 買付者等に対する情報提供の要求 

当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、買付説明書（以下に定

義されます。）の様式（買付者等が当社に提供すべき情報のリストを含みま

す。）を買付者等に対して交付いたします。買付者等は、当社が交付した書式に

従い、下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載し

た書面（以下「買付説明書」と総称します。）を当社取締役会に対して提出して

いただきます。 

 
10 「当該株券等取得者と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれらの者が

共同ないし協調して行動する関係」が存するか否かの判定は、現在または過去の資本関係（共同支配の関

係を含みます。）、業務提携関係、取引ないし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、デ

リバティブや貸株等を通じた当社株券等に関する実質的な利害関係等や、当該株券等取得者および当該他

の株主が当社に対して直接・間接に及ぼす影響等を基礎として行うものとします。 
11 本文③所定の行為がなされたか否かの判定は、当社取締役会が独立委員会の判断を尊重し合理的に行

うものとします。なお、当社取締役会は、本文③所定の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲

において、当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがあります。 
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当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会（独

立委員会の委員の選任基準、決議要件、決議事項等については、別紙1「独立委

員会規則の概要」、本プラン導入時の独立委員会の委員の略歴等については、別

紙2「独立委員会委員略歴」に記載のとおりです。）に送付します。独立委員会

は、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判断した場合

には、買付者等に対し、適宜回答期限を定めた上、追加的に情報を提供するよう

求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限までに、かか

る情報を追加的に提供していただきます。 

記 

① 買付者等およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および買付者等を被支

配法人等12とする者の特別関係者）の詳細（名称、資本関係、財務内容、経営

成績、過去の法令違反等の有無および内容、ならびに当該買付者等による買付

等と同種の過去の取引の詳細等を含みます。）13 

② 買付等の目的、方法および具体的内容（対価の価額・種類、時期、関連する取

引の仕組み、方法の適法性、実現可能性等を含みます。） 

③ 買付等の価格およびその算定根拠 

④ 買付者等と第三者との間の当社の株券等に関する合意の内容および買付者等

による当社の株券等の過去の取得または処分に関する情報 

⑤ 買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）

の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

⑥ 買付等に関する第三者との間における意思連絡の有無およびその内容 

⑦ 買付等の後における当社グループの経営方針、経営体制、事業計画、資本政策

および配当政策 

⑧ 買付等の後における当社の株主（買付者等を除きます。）、当社グループの従業

員、取引先、顧客等の利害関係者に対する対応方針 

⑨ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 

⑩ 反社会的勢力との関係に関する情報 

⑪ その他当社取締役会または独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

 

(d) 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討 

①  当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、買付者等から買付説明書その他の情報（追加的に提出を求め

た情報も含みます。以下同じとします。）が提出されたと合理的に認めた場合、

当社取締役会に対しても、適宜回答期限（以下「取締役会検討期間」といいます。）

を定めた上、買付者等の買付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むも

のとします。以下同じとします。）およびその根拠資料、代替案（もしあれば）

 
12 金融商品取引法施行令第 9 条第 5 項に定義されます。 
13 買付者等がファンドの場合は、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を含みます。 
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その他独立委員会が適宜必要と認める情報等を提供するよう要求することがで

きます。 

② 独立委員会による検討等 

独立委員会は、買付者等からの買付説明書その他の情報等の提供が十分にな

されたと認めた場合、情報等の受領から 90 日間が経過するまでの間（取締役会

検討期間を含み、以下「独立委員会検討期間」といいます。）、買付等の内容の検

討、買付者等と当社取締役会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検

討、および当社取締役会の提供する代替案の検討等を行います。 

独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するよう

になされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、ファイナンシ

ャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の専

門家の助言を得ることができるものとします。 

また、独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上と

いう観点から当該買付等の内容を改善させるために必要であれば、直接または

間接に、当該買付者等と協議・交渉等を行うものとします。買付者等は、独立委

員会が、直接または間接に、検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた

場合には、速やかにこれに応じなければならないものとします。 

なお、独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討・代替案の検討・買付者

等との交渉等に必要とされる合理的な範囲内（ただし、30 日間を上限とするも

のとします。）で、独立委員会検討期間を延長することができるものとします。 

 

(e) 独立委員会の勧告 

独立委員会は、買付等が下記(2)「本新株予約権の無償割当て等の要件」にお

いて定められる発動事由（同(2)に記載される準発動事由も含み、以下「本発動事

由」と総称します。）に該当すると判断した場合等には、引き続き買付者等より

情報提供を受ける必要や買付者等との間で交渉・協議等を行う必要がある等の

特段の事情がある場合を除き、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当

てその他の法令および当社定款の下でとりうる合理的な施策14（以下「本新株予

約権の無償割当て等」と総称します。）を実施することを勧告します。なお、独

立委員会は、本新株予約権の無償割当て等を実施するに際し、事前または事後に

株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すことができるものとします。 

上記にもかかわらず、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施

の勧告をした後も、以下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、本新

株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予

約権の無償割当てを中止し、または本新株予約権の無償割当ての効力発生日以

降本新株予約権の行使期間の開始日の前日までにおいては本新株予約権を無償

 
14 具体的には、株主総会において買付者等に対し買付等の中止を求める決議を行うことなどが考えられま

す。 
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にて取得すべき旨の新たな勧告を行うことができるものとします。 

(i) 当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しな

くなった場合15 

(ii) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じる等の理由に

より、本発動事由が存しなくなった場合 

他方、独立委員会は、買付等について本発動事由に該当するとの判断に至ら

なかった場合は、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当て等を実施す

べき旨の勧告を行わないものとします。 

上記にもかかわらず、独立委員会は、その後も、当該判断の前提となった事実

関係等に変動が生じ、買付等が本発動事由に該当することとなった場合には、本

新株予約権の無償割当て等を実施すべき旨の新たな勧告を行うことができるも

のとします。 

上記のほか、独立委員会は、買付等について、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を害するおそれがある場合、その理由を付して、株主総会を開催し買付

者等の買付等に関する株主意思の確認を行うこと等を勧告することもできるも

のとします。 

 

(f) 取締役会の決議 

当社取締役会は、次の(g)に基づき株主意思確認総会を開催する場合には、当

該株主意思確認総会の決議に従い決議を行うものとします。また、当該株主意思

確認総会が開催されない場合には、独立委員会からの上記(e)に従った勧告を最

大限尊重して、本新株予約権の無償割当て等の実施または不実施等に関する会

社法上の機関としての決議を行うものとします。 

 

(g) 株主意思確認総会の開催 

当社取締役会は、(i)上記(e)に従い、独立委員会が、本新株予約権の無償割当

て等の実施に際して、予め株主意思の確認を得るべき旨の留保を付した場合、も

しくは買付者等の買付等に関する株主意思の確認を行うことを勧告した場合、

または(ii)当社取締役会が、本新株予約権の無償割当て等を実施すべきと考える

場合であって、株主総会の開催に要する時間等を勘案した上で、善管注意義務に

照らし、株主意思を確認することが適切と判断する場合には、株主総会（以下「株

主意思確認総会」といいます16。）を招集し、株主の皆様の意思を確認すること

 
15 例えば、既に開始している買付等を中止・撤回（買付等が公開買付けの方法により実施されている場

合には、公開買付けの撤回の公告（金融商品取引法第 27 条の 11 第 2 項本文）がなされることを要しま

す。）をした上で、①一定の期間、買付等を実施しないこと、②一定の期間内に株券等保有割合を一定の

割合まで減少させること、③一定の期間、臨時株主総会招集請求権を行使しないこと等を誓約する旨の書

面を差し入れ、当該誓約書を遵守する場合が考えられます。 
16 会社法第 295 条に規定される決議事項を決議する会社法上の株主総会に限らず、同条に規定される決

議事項以外の事項について勧告的決議を行う場合も含めて「株主意思確認総会」と記載しております。ま

た、株主意思確認総会は、本新株予約権の無償割当ての実施に係る取締役会決議後、本新株予約権の無償
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ができるものとします17。 

 

(h) 情報開示 

当社は、本プランの運用に際しては、適用ある法令または金融商品取引所の

規程等に従い、本プランの各手続の進捗状況（意向表明書・買付説明書が提出

された事実、独立委員会検討期間が開始した事実ならびに独立委員会検討期間

の延長が行われた事実およびその期間・理由を含みます。）または独立委員会

による勧告等の概要、当社取締役会の決議の概要、その他独立委員会または当

社取締役会が適切と考える事項について、適時に情報開示を行います。 

 

(2) 本新株予約権の無償割当て等の要件 

本プランの発動として本新株予約権の無償割当てを実施するための要件は、下記

のとおりです。なお、上記(1)「本プランの発動に係る手続」(e)記載のとおり、下記の

要件の該当性については、必ず独立委員会の勧告を経て決定されることになります。 

記 

発動事由その 1 

本プランに定められた手続に従わない買付等であり（買付等の内容を判断するた

めに合理的に必要とされる時間や情報の提供がなされない場合を含みます。）、か

つ本新株予約権の無償割当てを実施することが相当である場合 

 

発動事由その 2 

下記のいずれかに該当し、かつ本新株予約権の無償割当てを実施することが相当

である場合 

(a) 下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する

明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 

① 株券等を買い占め、その株券等について当社または当社関係者等に対して高

値で買取りを要求する行為 

② 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの重要な資産等を廉価に取得

する等当社の犠牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 

③ 当社グループの資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原

資として流用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの事業に当面関係していない

高額資産等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、

 
割当ての効力発生日前に開催されるものを含みます。 
17 株主意思確認総会においては、原則として普通決議により株主の皆様の意思を確認することとします

が、買付等の目的、方法および内容ならびに買付者等と一般株主の間における利益相反の可能性を含む諸

般の事情を総合的に勘案して、買付者等および独立委員会が当該議案との関係で買付者等と特別の利害関

係を有すると認める者（以下「買付者等特別利害関係者」といいます。）を、その承認可決要件の計算か

ら除外して取り扱うことがあります。 
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一時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 

(b) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目

の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買

付を行うことをいいます。）等、株主に株式の売却を事実上強要するおそれの

ある買付等である場合 

(c) 買付等の条件（対価の価額・種類、時期、方法の適法性、実現可能性、または

買付等の後における当社の他の株主、当社グループの従業員、顧客、取引先そ

の他の当社に係る利害関係者に対する方針等を含みます。）が当社の本源的価

値に鑑み不十分または不適当な買付等である場合 

(d) 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社グループの従業員、顧客、取

引先等との関係を損なうこと等により、当社の企業価値または株主共同の利益

に反する重大なおそれをもたらす買付等である場合 

 

上記のほか、当社は、上記の各発動事由に準じる要件が充足され、かつ、相当性

を有する場合（本プランにおいて「準発動事由」といいます。）には、本プランの発

動として法令および当社定款の下でとりうる合理的な施策を講じることがありま

す。この場合も、上記(1)「本プランの発動に係る手続」(e)のとおり、必ず独立委員

会の勧告を経て決定されることになります。 

 

(3) 本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき本新株予約権の無償割当てを実施する場合の概要は、以下のと

おりです。 

 

(a) 本新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議または株主総会決議（以下「本

新株予約権無償割当て決議」といいます。）において別途定める一定の日（以下「割

当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点に

おいて当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数とします。 

 

(b) 割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主（以下「割

当対象株主」といいます。）に対し、その有する当社株式 1 株につき本新株予約権

1 個の割合で、本新株予約権を割り当てます。 

 

(c) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 

 

(d) 本新株予約権の目的である株式の数 
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本新株予約権 1 個の目的である当社株式の数（以下「対象株式数」といいます。）

は、原則として 1 株とします。 

 

(e) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使

に際して出資される財産の当社株式 1 株当たりの価額は、1 円を下限とし当社株式

1 株の時価の 2 分の 1 の金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権無償割当

て決議において別途定める価額とします。なお、「時価」とは、本新株予約権無償

割当て決議に先立つ過去 90 日間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の各日の終値の平均値（気配表示を含み

ます。）に相当する金額とし、1 円未満の端数は切り上げるものとします。 

 

(f) 本新株予約権の行使期間 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使期

間の初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、原則として、1 ヶ月間から 6 ヶ

月間までの範囲で本新株予約権無償割当て決議において別途定める期間とします。 

 

(g) 本新株予約権の行使条件 

(Ⅰ)買付者等、(Ⅱ)買付者等の共同保有者、(Ⅲ)買付者等の特別関係者、もしくは

(Ⅳ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅲ)に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得

ることなく譲り受け若しくは承継した者（その共同保有者・特別関係者を含みま

す。）、または、(Ⅴ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅳ)に該当する者の関連者18（以下、(Ⅰ)ないし 

(Ⅴ)に該当する者を「非適格者」と総称します。）は、原則として、本新株予約権を

行使することができません。 

なお、当社取締役会は、ある者が非適格者に該当するかを判断するにあたり19、

独立委員会の意見を聴取し、独立委員会の判断を最大限尊重するものとします。 

また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされ

る非居住者も、原則として本新株予約権を行使することができません（ただし、非

居住者の保有する本新株予約権も、適用法令に抵触しないことが確認されること

を条件として、下記(i)②のとおり、当社による当社株式を対価とする取得の対象と

なります。）。さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること等についての表

明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書を提

 
18 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下

にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、またはその者と共同ないし協調して

行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事

業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第 3 条第 3 項に定義されます。）をいいます。 
19 ただし、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反

しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める

所定の者は、非適格者に該当しないものとします。 
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出しない者も、本新株予約権を行使することができません。 

 

(h) 本新株予約権の譲渡 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 

 

(i) 当社による本新株予約権の取得 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得

することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途

定める日の到来日をもって、全ての本新株予約権を無償で取得することができ

るものとします。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が

有する本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使の

もの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数に相

当する数の当社株式を交付することができます。 

また、当社は、かかる取得がなされた日以降に、本新株予約権を有する者の

うちに非適格者以外の者が存在すると当社取締役会が認める場合には、上記の

取得がなされた日より後の当社取締役会が定める日の到来日をもって、当該者

の有する本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使

のものを全て取得し、これと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数に

相当する数の当社株式を交付することができるものとし、その後も同様としま

す。 

③ 当社は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降の日で取締役会が別途

定める日の到来日をもって、非適格者が有する本新株予約権の全てを取得し、

これと引き換えに、取得に係る本新株予約権と同数の新株予約権で非適格者

の行使が原則として認められないとされているもの20を対価として交付する

ことができます。また、当該新株予約権には、一定期間の経過後、一定の場合

に合理的な対価を交付することにより当社が取得することができること等の

取得条項が規定される場合があります。当該新株予約権の詳細については、本

新株予約権無償割当て決議において定めるものとします。 

④ その他の取得に関する事項については、本新株予約権無償割当て決議におい

て別途定めるものとします。 

 

 
20 但し、一定の場合には、非適格者による当該新株予約権の行使が認められる旨の条件を付すことがあり

ます。具体的には、買付者等が、既に開始している買付等を中止・撤回（買付等が公開買付けの方法によ

り実施されている場合には、公開買付けの撤回の公告（金融商品取引法第 27 条の 11 第 2 項本文）がなさ

れることを要します。）した上で、①買付等を一定の期間実施しないこと、②一定の期間以内に株券等保

有割合を一定の割合まで減少させること、③一定の期間、臨時株主総会招集請求権を行使しないこと等を

誓約する旨の書面を差し入れ、当該誓約書を遵守する場合には、かかる買付者等その他の非適格者は、そ

の保有する当該新株予約権につき、一定の割合の範囲内に限り行使することができることなどが定められ

ることなどがあります。 
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(j) 合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転の場合の新株予約権の交付 

本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。 

 

(k) 新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 

 

(l) その他 

上記に定めるほか、本新株予約権の内容の詳細は、本新株予約権無償割当て決議

において別途定めるものとします。 

 

(4) 本プラン導入の手続 

本プラン導入については、本プランの導入について本定時株主総会において株主

の皆様のご承認をいただくことを条件とします。 

 

(5) 本プランの有効期間、廃止および変更 

本プランの有効期間は、本定時株主総会終結後 3 年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとします。 

ただし、有効期間の満了前であっても、当社取締役会において本プランを廃止する

旨の決議が行われた場合には、本プランは当該決議に従い廃止されるものとします。 

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、

金融商品取引所の規程等の新設または改廃が行われ、かかる新設または改廃を反映

することが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うことが適切

である場合、または当社株主に不利益を与えない場合等本定時株主総会の決議の趣

旨に反しない場合には、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、または変

更することができるものとします。 

当社は、本プランが廃止、修正または変更された場合には、当該廃止、修正または

変更の事実および（修正・変更の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、

情報開示を速やかに行います。 

 

(6) 法令の改正等による修正 

本プランで引用する法令の規定は、2025 年 2 月 21 日現在施行されている規定を前

提としているものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定め

る条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設または

改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な

範囲内で読み替えることができるものとします。 

 

4. 株主および投資家の皆様への影響 
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(1) 本プラン導入にあたって株主および投資家の皆様に与える影響 

本プラン導入にあたっては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、

株主および投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。 

 

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主および投資家の皆様に与える影響 

(i) 本新株予約権の無償割当ての手続 

当社取締役会または当社株主総会において、本新株予約権無償割当て決議を行

った場合には、当該決議において割当期日を定め、これを公告いたします。この

場合、割当対象株主の皆様に対し、その有する当社株式 1 株につき 1 個の本新株

予約権が無償にて割り当てられます。なお、割当対象株主の皆様は、本新株予約

権の無償割当ての効力発生日において、当然に本新株予約権に係る新株予約権者

となるため、申込の手続等は不要です。 

なお、一旦本新株予約権無償割当て決議がなされた場合であっても、当社は、

上記 3.(1)「本プランの発動に係る手続」(e)に記載した独立委員会の勧告を最大限

尊重し、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいて

は本新株予約権の無償割当てを中止し、または本新株予約権の無償割当ての効力

発生日以降本新株予約権の行使期間開始日の前日までにおいては本新株予約権を

無償にて取得する場合があります。これらの場合には、当社株式 1 株当たりの価

値の希釈化は生じませんので、こうした希釈化が生じることを前提に売買を行っ

た投資家の皆様は、株価の変動により相応の影響を受ける可能性があります。 

 

(ii) 本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使に際し

てご提出いただく書類（行使に係る本新株予約権の内容および数、本新株予約権

を行使する日等の必要事項、ならびに株主の皆様ご自身が本新株予約権の行使条

件を充足すること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言、なら

びに当社株式の割当対象株主の皆様の口座への振替に必要な情報を含む当社所定

の書式によるものとします。）その他の必要書類を送付いたします。本新株予約権

の無償割当て後、株主の皆様においては、本新株予約権の行使期間内に、これら

の必要書類を提出した上、原則として、本新株予約権 1 個当たり 1 円を下限とし、

当社株式 1 株の時価の 2 分の 1 の金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権

無償割当て決議において定める行使価額に相当する金銭を所定の方法により払い

込むことにより、1 個の本新株予約権につき原則として 1 株の当社株式が発行さ

れることになります。なお、非適格者による本新株予約権の行使に関しては、上

記 3.(3)「本新株予約権の無償割当ての概要」(g)の趣旨に従って、別途当社が定め

るところに従うものとします。 

仮に、株主の皆様が、こうした本新株予約権の行使および行使価額相当の金銭

の払込を行わなければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その
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保有する当社株式が希釈化することになります。 

ただし、当社は、下記(iii)に記載するところに従って非適格者以外の株主の皆様

から本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。

当社がかかる取得の手続を取った場合、非適格者以外の株主の皆様は、本新株予

約権の行使および行使価額相当の金銭の払込をせずに当社株式を受領することと

なり、その保有する当社株式の希釈化は原則として生じません。 

 

(iii) 当社による本新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の

手続に従い、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の株

主の皆様から本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することが

あります。この場合、かかる株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むこと

なく、当社による当該本新株予約権の取得の対価として、1 個の本新株予約権につ

き原則として 1 株の当社株式を受領することになります。ただし、この場合、か

かる株主の皆様には、別途、当社株式の割当対象株主の皆様の口座への振替に必

要な情報をご提供いただくほか、ご自身が非適格者でないこと等についての表明

保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書をご提

出いただくことがあります。 

なお、本新株予約権無償割当て決議において、非適格者からの本新株予約権の

取得、その他取得に関する事項について規定されることがあり、その場合には、

当社は、かかる規定に従った措置を講じることがあります。 

上記のほか、割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法の詳細につき

ましては、本新株予約権無償割当て決議において決定された後、株主の皆様に対し

て情報開示または通知いたしますので、当該内容をご確認下さい。 

 

四 本プランの合理性 

 

1. 企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上 

本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該

買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案

を提案するために必要な情報や時間を確保することや、株主の皆様のために買付者

等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保することを目的とするものです。 

 

2. 買収への対応方針に関する指針等の要件の充足 

本プランは、経済産業省および法務省が 2005 年 5 月 27 日に発表した「企業価値・

株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則

（①企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の
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原則、③必要性・相当性の原則）を全て充足しています。また、経済産業省の企業価

値研究会が 2008 年 6 月 30 日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛

策の在り方」その他の買収への対応方針に関する実務・議論を勘案した内容となって

おります。さらに、東京証券取引所が 2015 年 6 月に施行した「コーポレートガバナ

ンス・コード（2021 年 6 月 11 日最終改訂）」における「原則 1-5. いわゆる買収防

衛策」および経済産業省が 2023 年 8 月 31 日付けで公表した「企業買収における行

動指針－企業価値の向上と株主利益の確保に向けて－」を勘案した内容となってお

ります。 

 

3. 株主意思の重視 

本プランは、上記三 3.(4)「本プラン導入の手続」記載のとおり、本定時株主総会に

おいて本プランの導入を株主の皆様にご承認いただけることを条件として導入され

ます。 

また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思

確認総会において株主の皆様の意思を確認することとされています。 

さらに、本プランには、有効期間を本定時株主総会終結後 3 年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとするいわゆるサンセッ

ト条項が付されております。その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向

が反映されることとなっております。 

 

4. 独立性のある社外取締役等の判断の重視および第三者専門家の意見の取得 

本プランの発動に際しては、独立性のある社外取締役等のみから構成される独立

委員会による勧告を必ず経ることとされています。 

さらに、独立委員会は、当社の費用において専門家等の助言を受けることができる

ものとされており、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕

組みとなっております。 

 

5. 合理的な客観的要件の設定 

本プランは、上記三 3.(1)「本プランの発動に係る手続」(e)および上記三 3.(2)「本

新株予約権の無償割当て等の要件」にて記載したとおり、合理的な客観的要件が充足

されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発

動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

 

6. デッドハンド型やスローハンド型の買収への対応方針ではないこと 

本プランは、株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社の株主総会におい

て選任された取締役で構成される取締役会により廃止することが可能であるため、

デッドハンド型の買収への対応方針（取締役会の構成員の過半数を交替させてもな

お、発動を阻止できない買収への対応方針）ではありません。また、当社においては
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は 1 年、監査等委員である取締役

の任期は 2 年でありますが、監査等委員である取締役の任期は会社法の規制に基づ

くものであり、期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型の

買収への対応方針（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その

発動を阻止するのに時間を要する買収への対応方針）でもありません。 

 

以上 

 



 

  

別紙 1 

 

独立委員会規則の概要 

 

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 

・ 独立委員会の委員は、3 名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、

(i)当社社外取締役、または(ii)有識者のいずれかに該当する者の中から、当社取締役会

が選任する。ただし、有識者は、実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務もし

くは当社の業務領域に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主たる研究

対象とする研究者またはこれらに準ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会

が指定する善管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結した者でなければなら

ない。 

・ 独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後 3 年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする。ただし、当社取締役会の決議に

より別段の定めをした場合はこの限りでない。また、当社社外取締役であった独立委員

会委員が、それらの地位を失った場合（再任された場合を除く。）には、独立委員会委

員としての任期も同時に終了するものとする。 

・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その

理由を付して当社取締役会に対して勧告することができる。当社取締役会は、この独立

委員会の勧告を最大限尊重して、会社法上の機関としての決定を行う（ただし、株主意

思確認総会において別段の決議がなされた場合は、当該株主総会決議に従う。）。なお、

独立委員会の各委員は、こうした決定にあたっては、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、もっぱら自己または当社の

経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 

① 本新株予約権の無償割当てその他の法令および当社定款の下で取りうる合理的な

施策（以下「本新株予約権の無償割当て等」と総称する。）の実施または不実施 

② 本新株予約権の無償割当て等の中止または本新株予約権の無償取得 

③ 本プランの対象となる買付等への該当性の判断 

④ 買付者等および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報およびその回答期限

の決定 

⑤ 買付者等の買付等の内容の精査・検討 

⑥ 買付者等との協議・交渉 

⑦ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・当社取締役会の提出する代替案の検

討 

⑧ 独立委員会検討期間の延長の決定 

⑨ 本新株予約権の無償割当て等の実施に関する株主総会招集の要否の判断 

⑩ 買付者等特別利害関係者の判断 



 

  

⑪ 本プランの修正または変更の承認 

⑫ 本プラン以外の買収への対応方針の導入の是非の判断 

⑬ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 

⑭ 当社取締役会が別途独立委員会に諮問し、または別途独立委員会が行うことがで

きるものと定めた事項 

・ 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、従業員その他独立委員会が

必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説明を求めること

ができる。 

・ 独立委員会は、当社の費用で、ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、

税理士、コンサルタントその他の専門家の助言を得ること等ができる。 

・ 各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集するこ

とができる。 

・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員の全員が出席（テレビ会議または電

話会議による出席を含む。以下同じとする。）し、その議決権の過半数をもってこれを

行う。ただし、やむを得ない事由があるときは、独立委員会委員の過半数が出席し、そ

の議決権の過半数をもってこれを行うことができる。 

 

以上 



 

  

別紙 2 

 

独立委員会委員略歴 

 

本プラン導入時の独立委員会の委員は、以下の 3 名を予定しております。 

 

氏 名： 橋本 光  

生 年 月 日： 1947 年 9 月 15 日 

略 歴： 1970 年 4 月 山一證券株式会社入社 

 1998 年 6 月 松井証券株式会社取締役 

 2000 年 7 月 株式会社ジャスダック・サービス（現株式会社東京証

券取引所）入社 

 2006 年 6 月 同社執行役ステークホルダーズ本部副本部長兼 IR 支

援部長 

 2008 年 6 月 旭ホームズ株式会社社外取締役 

 2008 年 12 月 IMV 株式会社社外監査役 

 2010 年 6 月 神田通信機株式会社社外監査役 

 2011 年 3 月 当社社外監査役 

 2015 年 5 月 当社監査等委員（社外取締役）（現任） 

 2016 年 6 月 神田通信機株式会社社外取締役 

 2020 年 6 月 OK プレミア証券株式会社（現第一プレミア証券株式

会社）監査役 

橋本光氏は、現在、当社の社外取締役であり、また、本定時株主総会で取締役選任議案が

承認可決された場合には、当社の社外取締役として再任する予定です。 

同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。また、当社は、東京証券取引所に対し

て、同氏を当社の独立役員として届け出ております。 

 

  



 

  

氏 名： 影山 隆雄  

生 年 月 日： 1944 年 12 月 14 日 

略 歴： 1968 年 4 月 日本電気株式会社入社 

 1993 年 12 月 同社マイクロ波管事業部長 

 2002 年 10 月 財団法人北九州産業学術推進機構知的クラスター事

業総括 

 2007 年 4 月 同機構中小企業支援センターセンター長 

 2010 年 6 月 影山事務所代表（現任） 

 2010 年 7 月 NPO 法人北九州テクノサポート理事 

 2010 年 9 月 RoboPlus ひびきの株式会社代表取締役社長 

 2011 年 4 月 株式会社松島機械研究所（現株式会社マツシマメジャ

テック）顧問（現任） 

 2012 年 9 月 国立大学法人九州工業大学 URA 教授 

 2014 年 10 月 東洋ステンレス研磨工業株式会社顧問（現任） 

 2022 年 7 月 NPO 法人北九州テクノサポート会長理事（現任） 

 

影山隆雄氏は、当社の社外取締役候補者であり、本定時株主総会で取締役選任議案が承認

可決された場合には、当社の社外取締役として就任する予定です。 

同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。また、当社は、東京証券取引所に対し

て、同氏を当社の独立役員として届け出る予定です。 

 

氏 名： 木村 和也  

生 年 月 日： 1978 年 6 月 10 日 

略 歴： 2003 年 10 月 弁護士登録 

 2003 年 10 月 西村あさひ法律事務所 

 2005 年 8 月 岩田合同法律事務所 

 2010 年 島田法律事務所 

  公正取引委員会（特定任期付職員） 

 2013 年 4 月 島田法律事務所復帰（現任） 

 2015 年 慶應義塾大学大学院法務研究科非常勤講師 

 2021 年 慶應義塾大学大学院法務研究科教授（現任） 

 2023 年 4 月 国土交通省関東地方整備局入札監視委員会委員（現

任） 

 

木村和也氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

以上 



 

  

別紙 3 

 

当社の大株主の状況 

 

2024 年 12 月 31 日現在の当社の大株主の状況は、以下のとおりです。 

 

株  主  名 
当 社 へ の 出 資 状 況 

持株数（千株） 持株比率（%） 

株式会社山口クリエイト 1,672 17.4 

日本生命保険相互会社 459 4.8 

Ｃ＆Ｇシステムズ従業員持株会 323 3.4 

稲田 清春 293 3.1 

山口 修司 293 3.1 

リズム株式会社 210 2.2 

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬ 

ＬＯＮ １４００４０ 
189 2.0 

株式会社ナガワ 121 1.3 

乗田工業株式会社 115 1.2 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 100 1.0 

 

 （注）１．上記のほか、当社が自己株式 200 千株を保有しておりますが、上記上位 10 名の株主か

らは除外しており、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 

２．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

３．持株比率は、小数第二位を四捨五入して表示しております。 

 

以上 

 

 

  



 

  

（ご参考） 

 

本プランの手続きに関するフロー図 

 

以上 

記載内容不十分
である場合

90日間
（延長上限30日間）

不発動 　※一定の場合 発動
勧告 勧告

取締役会による株主意思

確認総会招集の決議

株主意思確認総会による

発動・不発動等の決議

　　　　対抗措置発動否決の場合 対抗措置発動承認の場合

取締役会による
対抗措置不発動の決議

取締役会による
対抗措置発動の決議

（注）本フローチャートは、本プランに係る手続の流れの概要をわかりやすく説明するために、詳細を省略して作成されたもので
す。本プランの正確な内容については、プレスリリース本文をご参照下さい。

対抗措置不発動 対抗措置発動

※(i)独立委員会が、本新株予約権の無償割当て等の実施に際して、予め株主意思の確認を得るべき旨の留保を付した場合、も
しくは買付者等の買付等に関する株主意思の確認を行うことを勧告した場合、または(ii)当社取締役会が、本新株予約権の無償
割当て等を実施すべきと考える場合であって、株主総会の開催に要する時間等を勘案した上で、善管注意義務に照らし、株主意
思を確認することが適切と判断する場合

本プランに定めるルールを遵守
しない大量取得行為であると認

められる場合

取締役会及び独立委員会による追
加情報提供要求

買付等の発生
（株券等保有（所有）割合20%以上）

買付説明書の受領

（ルールが遵守されない場合）（ルールが遵守された場合）

意向表明書の受領

特別の事情がある場合を除き
独立委員会が発動を勧告

独立委員会による発動・不発動等の
勧告

取締役会

検討期間

独立委員会

検討期間


